
   

平成２２年　３月３１日現在
（単位：円）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科    　目 金　額 科    　目 金　額

〔 流 動 資 産 〕 6,030,100,015 〔 流 動 負 債 〕 6,092,382,592

　現金及び預金 525,588,676 　支払手形 683,303,532

　受取手形 157,463,528 　買掛金 2,734,491,443

　売掛金 3,320,476,795   短期借入金 697,875,000

　製　品 316,272,944 　未払金 526,071,043

　仕掛品 300,213,951   未払法人税等 255,064,336

　原材料 428,547,112 　未払消費税 446,808

　工機原材料 64,771,254 　未払費用 221,518,131

　貯蔵品 102,164,182   預り金 51,448,603

　前渡金 25,732,000 　仮受金 164,454,296

　前払費用 17,815,677 　一年以内返済

  短期貸付金 40,709,375 　　長期借入金 427,080,000

  一年以内返済 　賞与引当金 311,163,000

    従業員貸付金 32,879,000 　設備関係支払手形 19,466,400

　未収入金 486,514,411 〔 固 定 負 債 〕 1,997,312,270

　仮払金 661,728 　長期借入金 1,808,030,000

　海外立替金 39,782,182   役員退任慰労金引当金 161,093,570

  繰延税金資産 170,507,200 　繰延税金負債 28,188,700

〔 固 定 資 産 〕 12,084,925,267

１有形固定資産 7,043,047,814

　建　物 696,222,337 　負　債　合　計 8,089,694,862

　建物附属設備 380,631,607 純　資　産　の　部

　構築物 55,608,473 〔 株 主 資 本 〕 10,020,192,360

　機械及び装置 1,951,496,649 　資本金 310,000,000

　車両運搬具 221,761 　資本剰余金 56,358,000

　工具・器具及び備品 205,046,944   　資本準備金 56,358,000

  リース資産 3,188,160 　利益剰余金 9,653,834,360

　土　地 3,117,736,085 　　利益準備金  44,314,480

　建設仮勘定 632,895,798 　　その他利益剰余金 9,609,519,880

２無形固定資産 268,092,496   　　別途積立金 7,800,000,000

　電話加入権 2,547,362 　　　繰越利益剰余金 1,809,519,880

　ソフトウェア 265,545,134 〔 評 価 ・ 換 算 差 額 等 〕 5,138,060

３投資その他の資産 4,773,784,957 　　その他有価証券評価差額金 5,138,060

　投資有価証券 108,103,560

　子会社株式 3,487,228,379

　出資金 100

  長期貸付金 657,165,625

  長期従業員貸付金 43,889,000

　保証金 60,000

　敷　金 14,533,500

　長期前払費用 7,740,152

　その他投資等 19,000,000

　前払年金費用 451,464,641

　貸倒引当金 △ 15,400,000 　純 資 産 合 計 10,025,330,420

　資　産　合　計 18,115,025,282 　負債・純資産合計 18,115,025,282

（１）重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価は、子会社及び関連会社株式については移動平均法による原価法によっています。

　　その他の有価証券で時価のあるものについては、決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価

　　は移動平均法）によっています。なお、評価差額は全部純資産直入法により処理しております。

２．棚卸資産については、主として最終仕入原価法に基づく原価法によっています。

３．有形固定資産の減価償却は、主として法人税法に規定する定率法によっています。

　　平成10年4月1日以降に取得した建物については、法人税法に規定する定額法によっています。

　　また、一括償却資産については、法人税法に規定する一括償却資産による方法を採用しています。

４．無形固定資産の減価償却は、法人税法に規定する定額法によっています。

貸借対照表



   ５．金型改修費については、24ヶ月の均等償却を行っています。

６．貸倒引当金は、貸倒懸念債権等特定の債権について、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み

　　額を計上しています。

７．賞与引当金については、支給期間対象期間基準で計上しています。

８．役員退任慰労金引当金については、役員の退任慰労金の支給に備えるために、内規に基づく期末

　　要支給額を計上しております。

９．退職給付引当金については、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

　　および年金資産の見込額に基づき、当会計期間末において発生していると認められる額を計上して

　　おります。なお、会計基準変更時差異（1,174,169,231円）は、15年にわたる均等償却をしています。

１０．外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

　　しています。

１１．消費税等の会計処理方法は税抜方式によっております。

１２．所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引については、通常の

　　賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　なお、平成20年4月1日以降に契約したリース取引については、企業会計基準第13号「リース取引に関する

　会計基準」及び企業会計基準適用指針第16号「リース取引に関する会計基準の適用指針」に準じた会計

　処理によっております。

（２）貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産 322,122,705 円

２．有形固定資産の減価償却累計額 10,779,083,984 円

３．関連会社の借入金に対する債務保証 117,799,000,000 VND

6,550,000 CNY

４．子会社に対する短期金銭債権 1,088,822,474 円

５．子会社に対する短期金銭債務 71,736,226 円

６．子会社に対する長期金銭債権 697,875,000 円

（３）税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産

　　賞与引当金繰入限度超過額 123,656,100 円

　　未払事業税 30,555,000 円

　　賞与引当金分法定福利費否認 15,643,800 円

　　未払保守料否認 652,300 円

　　　繰延税金資産合計 170,507,200 円

２．長期繰延税金負債

　　役員年金積立金 △ 75,095,200 円

　　役員退任慰労金引当金 △ 64,018,300 円

　　ゴルフ会員権評価減 △ 6,119,900 円

　　一括償却資産償却限度超過額 △ 8,582,600 円

　　退職給付引当金 179,411,700 円

    その他投資（ゴルフ会員権） △ 794,800 円

　　その他有価証券評価差額金 3,387,800 円

　　　繰延税金負債合計 28,188,700 円

（４）関係会社との取引に関する注記

１．売上高 1,953,392,428 円

２．営業費用 506,726,958 円

３．営業取引以外の取引高 222,688,990 円

（５）１株当たりの情報に関する注記

１．１株当たりの純資産額 22,492.64 円

２．１株当たりの当期純利益 1,697.15 円

（６）当期純損益金額 756,448,945 円


